２　免許の申請手続き

１　新規の免許申請

(1) 新規免許申請のフローチャート


　　　　　　　　　　　　　　　　　（記入要領等は手引等を参照）


　　　　　　　　来庁

　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　書類不備


　　　　　　　　受付
(申請内容は申請時点において確定していることが必要です)
　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 受　付
                                 
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　












　　　　　　※協会加入業者の営業開始日については、協会が大阪府に供託済みの届出を行った後となるため、
協会の指示に従って下さい。
※免許換えの免許申請は、基本的に新規の免許申請に準じます。
(2) 免許通知が届いてから営業を開始するまでの手続き

　　　免許されると、「免許通知ハガキ」が郵送されますので、営業開始には、免許通知ハガキが到着後、下記の供託手続き及びその届出を行い、免許証の交付を受ける必要があります。
　【供　託】①②のいずれか
①営業保証金を供託所に供託する
②宅地建物取引業保証協会の社員となり、弁済業務保証金分担金を納付
上記手続きが完了次第、大阪府知事あて（窓口は、大阪府咲洲庁舎２階の宅建業申請受付窓口）に免許日から３か月以内に所定の届出を行い、免許証の交付を受けてから、初めて宅建業の営業をすることができます。
免許証は、①、②いずれかについての書面及び「免許通知ハガキ」と引換えに交付します。
※　①の届出については、手引の ４営業保証金供託済届出書のページもご確認ください。
※　免許日から３か月経過して、①、②いずれかの手続きを完了しないときは、未供託業者として免許を取り消されますので、くれぐれもご注意ください。
①　営業保証金を供託する場合
　ア　免許の通知が届いたら、主たる事務所（本店）の所在地を管轄する供託所へ法定の営業保証金を供託してください。

　　※　営業保証金　　主たる事務所（本店）・・・１，０００万円
　　　　　　　　　　　従たる事務所（支店）・・・　　５００万円（１店舗あたり）

　　　　なお、供託をするときに必要なものは、ＯＣＲ供託書、法人の場合は資格証明書（３ヶ月以内のもの）などですが、供託書の書き方や供託物の納入方法も含めて詳しいことは、事前に最寄りの供託所に問い合わせてください。

　イ　供託を終えたら、「営業保証金供託済届出書」正本１部、副本１部に「供託書」の原本とコピーを添えて大阪府知事へ届け出て、免許証を受け取ってください。
　　　このとき、「免許通知ハガキ」を忘れずに持参してください。
　【供託所一覧】
	大阪法務局（本局）
	大阪市中央区大手前3-1-41
	(06)6942-9467

	〃　　　東大阪支局
	東大阪市高井田元町2-8-10
	(06)6782-5413

	　〃　　　堺支局
	堺市堺区南瓦町2-29
	(072)221-2756

	　〃　　　岸和田支局
	岸和田市上野町東24-10
	(072)438-6501

	　〃　　　富田林支局
	富田林市甲田1-7-2
	(0721)23-2432

	　〃　　　北大阪支局
	茨木市中村町1-35
	(072)638-9444


②　宅地建物取引業保証協会の社員になる場合
　ア　宅地建物取引業保証協会（以下「保証協会」という。）は、国土交通大臣の指定を受けた公益社団法人で、宅建業者を構成員（社員）とする組織です。保証協会は、社員の宅地建物取引に関する苦情の解決や社員のために営業保証金の還付と同様の弁済業務を行っており、社員はその分担金（弁済業務保証金分担金）を納付する必要があります。

　　　弁済業務保証金分担金を納付し保証協会の社員となった者は、営業保証金の供託を免除されます。

　
　※　分担金　　主たる事務所（本店）・・・６０万円
　　　　　　　　従たる事務所（支店）・・・３０万円（１店舗あたり）

　　　　国土交通大臣の指定を受けた宅地建物取引業保証協会には２団体があり、大阪府内の連絡先は次のとおりです。保証協会はどちらか一方にしか加入できません。

※　保証協会の社員になるには、協会の入会審査を受ける必要があり、その際、分担金のほか、入会金などの諸経費が必要になりますので、事前に十分な確認をしてください。
　　
【宅地建物取引業保証協会】

	公益社団法人 全国宅地建物取引業保証協会 大阪本部
	
	公益社団法人 不動産保証協会　

大阪府本部

	大阪市中央区船越町２－２－１

大阪府宅建会館内
	
	大阪市中央区谷町１－３－２６　

全日大阪会館内

	℡：（０６）６９４３－０６２１
	
	℡：（０６）６９４７－０３４１


　　※　免許証の受け取り時には、公益社団法人全国宅地建物取引業保証協会の社員になった場合、「弁済業務保証金分担金納付書」の写し１通を、公益社団法人不動産保証協会の社員になった場合には、「弁済業務保証金分担金納付証明書」の原本が必要となります。
③専任の宅地建物取引士が行う手続き
　　　専任の宅地建物取引士は、「免許通知ハガキ」が届いてから、業務に従事する宅地建物取引業者名及び免許証番号を「宅地建物取引士資格登録変更登録申請書」で、登録している都道府県知事に変更登録申請をしなければなりません。
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①書 類 作 成（申請者）





書類の再作成





②免 許 申 請（申請者）





免 許 申 請





③審　査（大阪府）


欠格要件等の審査等





審査にかかる標準審査期間は、書類受付後、５週間です。


（ただし、5月3,4,5日及び12月29日～1月3日を除く。）


※申請書の訂正等に要した日数は、審査期間に含まれません。


※審査において補正事項が見つかりますと、補正が完了するまでは免許されません。





免許申請後、免許されるまでの間に、申請内容（代表者、役員、専任の宅地建物取引士、事務所等）に変更が生じた場合は、原則として申請を取下げていただきます。





＊通知はハガキで行いますので、その間の進捗状況のお問合せは、ご遠慮ください。





④免　許（大阪府）※ハガキで事務所に通知します。


転送不要で送付しますので、設定されている場合は、解除してください。





⑤供託手続等（申請者）（次のＡ又Ｂのいずれかを選択）








Ａ 営業保証金の供託


○法務局で本店分として1,000万円を供託


（営業所がある場合は１営業所あたり500万円を供託）








Ｂ 保証協会への加入（弁済業務保証金分担金の納付）


○保証協会へ加入し、本店分として60万円を納付


（営業所がある場合は１営業所あたり30万円を納付）





⑥供託済みの届出等（申請者又は保証協会）・ 免許証交付（大阪府）





○申請者は、上記⑤の手続き完了後、大阪府に届出。


○大阪府は、上記書類を確認した後、免許証を交付する。


　交付にあたり、①Ａは供託書、Ｂは納付書又は証明書、②大阪府から送られてきたハガキ、③取引士資格変更登録申請書を持参のこと。








⑦営　業　開　始
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